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Ａ．　開発行為に係る森林（造成森林を除く）
Ｂ．　事業区域内において残置する森林（「残置森林」とする）
Ｃ．　事業区域内において造成する森林（「造成森林」とする）
※残置森林と造成森林を合わせて「残置森林等」とする（Ｂ＋Ｃ）

１．　原則として周辺部に残置森林を配置すること。
２．　開発行為をしようとする森林に占める残置森林等の割合はおおむね２５％以上であること。
３．　開発行為をしようとする森林に占める残置森林の割合はおおむね１５％以上であること。

例：開発行為をしようとする森林の面積の合計（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）が１０ヘクタールの場合
① 残置森林等（Ｂ＋Ｃ）　　１０ヘクタール×０．２５　＝　２．５ヘクタール以上必要
かつ

② 残置森林（Ｂ）　　 　１０ヘクタール×０．１５　＝　１．５ヘクタール以上必要

Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ｃ

ＣＡ

Ａ～Ｃの定義については【参考１】と同じである。

１． 開発行為に係る森林の面積（Ａ＋Ｃ）が２０ヘクタール以上の場合は、原則として周辺部に
おおむね幅３０メートル以上の残置森林等（おおむね３０メートル以上の幅のうち一部又は
全部は残置森林とする）を配置する。

２． 開発行為に係る１か所当たりの面積（Ａ）は、おおむね２０ヘクタール以下とする。
３． 事業区域内にＡを複数造成する場合は、その間に幅おおむね３０メートル以上の残置森林等

を配置する。

例：造成森林を除いた開発行為に係る森林（Ａ）の面積の合計が３０ヘクタールの場合
①　開発行為に係る森林の周辺部におおむね幅３０メートル以上の残置森林等を配置する。
（そのうち一部又は全部は残置森林とする）

②　１か所当たりの開発行為に係る面積をおおむね２０ヘクタール以下にする。
　　※左図の場合、Ａ１とＡ２はそれぞれおおむね２０ヘクタール以下であること。
③　Ａ１とＡ２の間に幅おおむね３０メートル以上の残置森林等を配置する。

Ｂ

Ｃ1

Ｃ2

Ａ2Ａ1

幅おおむね30m以上

幅おおむね30m以上
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